
（一社）中国地域ニュービジネス協議会では、経済産業省の人材バンク事業を受託し、若手の採用にお困りの

企業さまのために、39歳以下の若年求職者から新卒学生までを対象とした企業説明＆面接会を開催します。

今回は、夕方からの開催のため新卒者から在職者まで幅広い方の参加が期待できます。

今まで出会えなかった求職者との新しい「マッチングの場」をご提供します。貴社の求める人材をここで獲得

しませんか？

　 『ブースツアー』とは・・・
企業様に一人でも多くの求職者との出会いの場をご提供することを目的とした企画です。
具体的には、面接先企業を迷っている求職者を数名集めてブースに案内し、企業の方に５分間の
企業ＰＲをしていただきます。ブースツアー終了後、求職者が改めて説明や面接を希望した場合
は、ご対応をお願いします。（ブースツアーから面接・採用に繋がった実績も多数あります）

【当日ご用意して頂くもの】
・５分間PR（※自社のブースに求職者を誘導するための仕掛けです。ここで、自社に興味を

持ってもらい、ブース訪問や面接に繋げて下さい。）

■主催 一般社団法人　中国地域ニュービジネス協議会（中国NBC）
■共催 周南会場：下松市、周南市、光市、西京銀行、山口銀行（五十音順）

下関会場：下関市、西京銀行、山口銀行（五十音順）
■後援 周南会場：山口県、山口労働局

下関会場：山口労働局
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　～～　参加申し込み・内容についてのお問い合わせ　～～

一般社団法人　中国地域ニュービジネス協議会

経済産業省・中小企業庁事業

キラリ★企業 説明＆面接会

参加企業大募集！

無料職業紹介事業許可番号

34-ム-300014

許可年月日

平成24年10月1日

■開催日時：周南会場：平成28年2月10日（水） 16:00～19:30（15:00受付開始）

下関会場：平成28年2月15日（月） 16:00～19:30（15:00受付開始）

■開催場所：周南会場：ピピ510 （周南市糀町1-17）

下関会場：海峡メッセ下関 （下関市豊前田町3丁目3-1）

■対象：・39歳以下の求職者

（UIJターンを含む山口県周南地域または下関市で就職を希望する若年者）

・新卒・既卒学生（平成28年3月大学等卒業予定者、大学等卒業者）

・県外に出ている子供に地元に帰って来て欲しいと考える保護者

■参加要件：一般求人または新規学卒求人の正社員の採用を募集（予定）していること

周南市・下松市・光市・下関市に事業所を置く企業

中小企業庁が定める「中小企業者の定義」に当てはまる企業

■募集企業数：各50社程度

■受付締切り：平成28年1月22日（金）

※50社を超えた場合は、業界・バランス等を勘案して選定致します。

■参加費用：無 料

■申込方法：参加申込書（裏面）をＦＡＸで提出してください。

※お申込み後に、求人票と企業ＰＲ票をお送りいたします。
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⑯医療,福祉 ⑰複合ｻｰﾋﾞｽ事業 ⑱ｻｰﾋﾞｽ業　⑲その他 （ )

新卒 一般

新卒 一般

新卒 一般

新卒 一般

（ ） － （ ） －

不要　

＊１　面接会担当者のお席は1企業2席のみとさせていただきます。　

担当者氏名※

　※電源利用の場合は別途費用がかかります。

担当者メールアドレス※

説明会出席者※
＊１

役職 氏名

役職 氏名

会場における
電源の希望※

必要

③

　　＜FAX＞　０８２－２２１－６１６６

⑫学術研究,専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業⑬宿泊業,飲食ｻｰﾋﾞｽ業 ⑭生活関連ｻｰﾋﾞｽ業,娯楽業 ⑮教育,学習支援業　　　　

現在の求人状況

①

番

①農業,林業 ②漁業 ③鉱業,採石業,砂利採取業 ④建設業 ⑤製造業⑥電気･ガス･熱供給･水道業

⑦情報通信業 ⑧運輸業,郵便業 ⑨卸売業,小売業⑩金融業,保険業 ⑪不動産業,物品賃貸業 

事業所名※

所在地※

キラリ★企業　説明＆面接会
参　加　申　込　書

締切：平成28年1月22日（金）
送付先：一般社団法人　中国地域ニュービジネス協議会

採用予定人数※募集職種※ 新卒/一般※

　　　　　　　　　※の箇所は必須項目です。ご記入をお願いいたします。

就業場所※ 　□周南市　　　　　　□下松市　　　　　　□光市　　　　　　□下関市

主な業種※

（産業分類）

貴企業に当てはまる業種の番号を入力してください。

②

④

電話※ FAX※

備
考

この資料は経済産業省・中小企業庁事業「平成26年度補正・27年度予算地域中小企業・小規模事業者人材確保等支援事業」の補助を受けて作成しました。


